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愛
媛
県

働
き
方
改
革
の
実
現
に
向
け
て

～
「
働
き
が
い
」
と
「
働
き
や
す
さ
」
を
両
立

し
、
新
し
い
働
き
方
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
!!
～

愛
媛
県
総
務
部
行
財
政
改
革
局
行
革
分
権
課

■

は
じ
め
に

今
般
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
を
契
機
と
し
て
、

行
政
や
教
育
、
医
療
の
オ
ン
ラ
イ
ン
化
な
ど
、
社
会
全
体
で

デ
ジ
タ
ル
技
術
の
活
用
が
急
速
に
進
展
し
、
国
民
の
生
活
様

式
が
大
き
く
変
貌
し
た
。
今
後
も
、
人
や
経
済
の
地
方
分

散
、
官
民
の
デ
ジ
タ
ル
化
な
ど
に
対
応
し
た
新
し
い
働
き
方

が
求
め
ら
れ
る
中
、
本
年
七
月
に
、
愛
媛
県
が
率
先
し
て

「
新
し
い
働
き
方
の
ス
タ
イ
ル
」
構
築
に
向
け
、
思
い
切
っ

た
変
革
に
挑
戦
す
る
「
新
し
い
働
き
方
チ
ャ
レ
ン
ジ
宣
言
」

を
行
っ
た
。

　

本
県
で
は
、
テ
レ
ワ
ー
ク
の
導
入
（
平
成
三
一
年
三
月

～
）
に
加
え
、
総
務
系
事
務
改
革
や
最
新
Ｉ
Ｔ
技
術
の
活
用

に
よ
る
事
務
の
効
率
化
な
ど
、
庁
内
の
働
き
方
改
革
に
取
り

組
ん
で
来
た
が
、
こ
の
宣
言
は
、
令
和
二
年
三
月
に
策
定
し

た
働
き
方
改
革
の
指
針
「
働
き
方
改
革
の
実
現
に
向
け
て
」

を
ベ
ー
ス
に
、
愛
媛
オ
リ
ジ
ナ
ル
の
ス
マ
ー
ト
県
庁
へ
の
転

換
を
強
力
に
進
め
る
こ
と
の
意
思
表
明
で
あ
り
、
こ
れ
に
よ

り
「
効
率
的
な
行
政
事
務
の
確
立
」「
政
策
立
案
機
能
等
の

強
化
」「
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
一
層
の
充
実
」
の
実
現
に
取
り

組
む
こ
と
と
し
た
。

■

働
き
方
改
革
指
針
「
働
き
方
改
革
の
実
現
に
向
け
て
」

「
働
き
が
い
と
働
き
や
す
さ
の
両
立
し
た
職
場
づ
く
り
」

を
基
本
理
念
と
し
て
掲
げ
、
全
職
員
の
成
長
と
活
躍
を
促
す

た
め
の
施
策
と
、
多
様
な
職
員
が
活
躍
で
き
る
職
場
環
境
の

整
備
を
柱
と
し
て
い
る
。

　

本
指
針
で
は
、
自
ら
が
働
き
方
を
変
え
て
い
く
と
い
う

「
意
識
改
革
」
に
加
え
、「
業
務
効
率
化
」「
県
庁
Ｉ
Ｔ
Ｃ
・

ス
マ
ー
ト
オ
フ
ィ
ス
推
進
」「
県
と
市
町
の
連
携
」「
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
改
革
」
の
四
分
野
に
つ
い
て
具
体
的
な
施
策
を
提
示

し
て
お
り
、
主
な
取
組
み
は
、
次
の
と
お
り
。

【
業
務
の
効
率
化
】

（
１
）
総
務
系
事
務
改
革

本
県
で
は
長
年
、
各
課
の
庶
務
担
当
者
が
課
内
の
庶
務
事

務
を
一
手
に
担
う
形
を
と
っ
て
お
り
、
庁
内
の
統
一
的
な
マ

ニ
ュ
ア
ル
が
存
在
せ
ず
、
知
見
の
蓄
積
も
行
わ
れ
な
い
た

め
、
制
度
の
理
解
や
前
例
の
確
認
に
時
間
を
要
す
る
等
の
弊

害
が
生
じ
て
い
た
。
こ
の
た
め
、
庶
務
事
務
を
含
む
総
務
系

事
務
全
般
の
標
準
化
と
集
約
化
及
び
定
型
的
業
務
の
外
部
委

託
、
庶
務
事
務
シ
ス
テ
ム
の
導
入
を
実
施
し
、
職
員
の
負
担

感
が
強
い
定
型
的
な
総
務
関
連
事
務
の
効
率
化
を
図
る
と
と

も
に
、
統
一
的
機
関
で
の
知
見
の
蓄
積
を
通
じ
た
ス
ピ
ー

デ
ィ
な
事
務
処
理
と
ミ
ス
の
低
減
を
目
指
す
。

（
２
）
業
務
の
見
え
る
化
、
Ｂ
Ｐ
Ｒ
の
実
施

ま
た
、
全
庁
的
な
業
務
効
率
化
の
前
段
階
と
し
て
、
令
和

元
年
度
に
、
民
間
企
業
の
協
力
を
得
て
、
全
庁
的
な
業
務
量

調
査
を
実
施
し
た
と
こ
ろ
。
各
事
務
の
業
務
プ
ロ
セ
ス
や
業

務
時
間
を
定
量
的
に
把
握
し
、
非
効
率
性
な
ど
の
観
点
か
ら

課
題
を
抽
出
す
る
こ
と
で
、
課
題
解
決
を
検
討
す
る
基
礎

デ
ー
タ
と
し
て
活
用
し
、「
事
務
の
簡
素
化
」「
業
務
プ
ロ
セ

ス
の
抜
本
的
な
見
直
し
」「
Ｒ
Ｐ
Ａ
等
の
ツ
ー
ル
導
入
」
等

の
手
法
の
検
討
・
実
践
に
つ
な
げ
る
。

【
県
庁
Ｉ
Ｃ
Ｔ
・
ス
マ
ー
ト
オ
フ
ィ
ス
推
進
】

（
１
）

先
端
技
術
の
導
入

県
全
体
で
Ａ
Ｉ
、
Ｉ
ｏ
Ｔ
、
ビ
ッ
グ
デ
ー
タ
が
普
及
し
、

県
民
全
員
が
利
用
す
るSociety5.0

の
到
来
を
見
据
え
、
行

政
分
野
に
お
い
て
も
Ｒ
Ｐ
Ａ
、
Ａ
Ｉ
、
Ｏ
Ｃ
Ｒ
等
の
先
端
技

術
を
積
極
的
に
活
用
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
が
、
本
県
で

は
、
前
述
の
業
務
の
見
え
る
化
や
Ｂ
Ｐ
Ｒ
の
状
況
を
踏
ま
え

た
上
で
、
よ
り
効
率
的
か
つ
効
果
的
な
導
入
に
つ
い
て
検
討

を
進
め
る
ほ
か
、
職
員
の
現
場
感
覚
に
寄
り
添
い
な
が
ら
、

「
使
え
る
ツ
ー
ル
」
を
体
系
的
に
導
入
す
る
こ
と
に
よ
り
、

改
革
に
対
す
る
職
員
の
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
共
感
を
引
き
出
し
た

い
と
も
考
え
て
い
る
。

（
２
）
テ
レ
ワ
ー
ク
の
拡
大
等

ま
た
、
多
様
で
柔
軟
な
働
き
方
を
通
じ
て
、
職
員
が
能
力

を
最
大
限
発
揮
で
き
る
職
場
環
境
を
整
備
す
る
た
め
、
テ
レ

ワ
ー
ク
制
度
の
一
層
の
活
用
と
充
実
、
グ
ル
ー
プ
ウ
ェ
ア
の

活
用
深
化
を
図
る
ほ
か
、
庁
内
の
ス
マ
ー
ト
オ
フ
ィ
ス
化
に

も
段
階
的
に
取
り
組
む
。
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な
お
、「
新
し
い
働

き
方
の
ス
タ
イ
ル
」
を

積
極
的
に
取
り
入
れ
る

た
め
、
令
和
二
年
八
月

か
ら
一
一
月
ま
で
を

「
テ
レ
ワ
ー
ク
チ
ャ
レ

ン
ジ
月
間
」
と
し
て
、

多
く
の
職
員
が
一
度
は

在
宅
勤
務
を
経
験
す
る

こ
と
を
目
標
に
、
全
庁

で
テ
レ
ワ
ー
ク
の
よ
り

一
層
の
活
用
促
進
に
取

り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
。

【
県
と
市
町
の
連
携
】

（
１
）
共
同
の
働
き
方
改
革
推
進

本
県
の
強
み
は
、
西
日
本
豪
雨
災
害
対
応
で
も
力
を
発
揮

し
た
「
県
・
市
町
連
携
」
で
あ
り
、
働
き
方
改
革
の
推
進
に

当
た
っ
て
も
、
県
内
市
町
と
の
連
携
も
重
視
し
て
い
る
。

　

前
述
の
業
務
量
調
査
に
つ
い
て
は
、
県
内
一
二
市
町
で
も

実
施
し
て
お
り
、
こ
の
調
査
結
果
を
共
有
す
る
こ
と
に
よ

り
、
自
治
体
間
で
共
通
す
る
事
務
を
中
心
に
シ
ー
ム
レ
ス
な

連
携
に
よ
る
業
務
効
率
化
を
進
め
る
ほ
か
、
将
来
的
に
は
、

県
民
サ
ー
ビ
ス
を
一
層
充
実
さ
せ
る
た
め
、
行
政
事
務
の
効

率
化
に
向
け
た
取
組
み
へ
の
進
化
を
目
指
す
こ
と
と
し
て
い

る
。

（
２
）
県
と
市
町
に
よ
る
人
材
の
有
効
活
用

ま
た
、
新
た
な
行
政
課
題
へ
の
取
組
み
や
新
規
事
業
の
実

施
、
既
存
事
業
の
拡
充
の
際
に
、
県
と
市
町
に
よ
る
人
材
の

有
効
活
用
の
観
点
か
ら
、
短
期
的
な
交
流
・
支
援
の
仕
組
み

を
導
入
・
活
用
し
て
、
効
率
的
・
効
果
的
な
行
政
運
営
に
つ

な
げ
る
方
針
で
あ
る
。

【
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
改
革
】

　

限
ら
れ
た
人
員
の
中
で
最
大
限
の
効
果
を
発
揮
す
る
た
め

に
は
、
職
員
一
人
ひ
と
り
が
そ
の
能
力
を
い
か
ん
な
く
発
揮

す
る
と
と
も
に
、
常
に
改
革
意
識
を
持
ち
、
政
策
課
題
に
積

極
果
敢
に
立
ち
向
か
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り
、
組
織
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
の
強
化
と
人
材
の
育
成
が
重
要
で
あ
る
。

こ
の
た
め
、
目
標
チ
ャ
レ
ン
ジ
制
度
（
目
標
管
理
制
度
）

の
効
果
的
な
活
用
、
職
員
の
強
み
に
着
目
し
た
人
材
育
成
・

人
事
管
理
の
推
進
な
ど
に
取
り
組
む
と
と
も
に
、
エ
ビ
デ
ン

ス
に
基
づ
く
政
策
立
案
へ
の
転
換
や
、
詳
細
な
進
行
管
理
に

基
づ
く
業
務
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進
な
ど
に
つ
い
て
の
検
討

を
進
め
る
。

　

令
和
二
年
度
に
お
い
て
は
、
組
織
（
課
単
位
）
と
所
属
職

員
と
の
関
係
に
着
目
し
た
組
織
ス
ト
レ
ス
診
断
を
複
数
課
で

試
行
し
た
と
こ
ろ
。
今
後
も
、
民
間
企
業
も
含
め
、
組
織
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
に
活
用
さ
れ
て
い
る
手
法
の
積
極
導
入
や
、
前

述
（
先
端
技
術
の
導
入
）
と
連
動
し
た
Ｉ
Ｔ
ツ
ー
ル
の
有
効

活
用
に
つ
い
て
、
検
討
と
実
践
に
取
り
組
ん
で
い
く
。

〔愛媛県庁版テレワークの概要〕
〇対象者
　全職員（ただし一部除外規定あり）であり、地方局や議会事務局、教育委
員会等の事務局職員も含まれる。
〇種類（ 3類型）
・在宅勤務
仕事と家庭生活、特に育児・介護等との両立を図るため、自宅で勤務す
る。
特に、子育て層では男女問わず利用が多く、通勤に要する時間が無くな
る分、家事や子どもの送迎、学校行事等に時間を充てることができると好
評である。
・サテライトオフィス勤務
本庁・地方局・県外事務所に庁内ＬＡＮ接続パソコンを整備し、出張の
空き時間等を活用して業務を行う。
・モバイルワーク
出張・外出先でノートパソコン等を使用して業務を行う。
空き時間を利用して、出張先で業務を行うことができるため、庁舎に戻
らずそのまま帰宅できるケースが増え、超過勤務の削減につながっている
との声が寄せられている。

〇端末
・在宅勤務、モバイルワーク…2ｉｎパソコン
※�現状240台（当初140台、Ｒ 2年 5月100台追加）→今年度中に300台体
制へ増強

・サテライトオフィス勤務…一般業務端末機
〇その他（Web 会議システム）
　外付けUSB カメラやヘッドセット等のWeb 会議システム用機器を取り付
けることにより、庁内会議等に利用可能。
　　新型コロナ対策における内外でのWeb会議需要の高まりを受け、拡充予定。
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■

新
し
い
働
き
方
チ
ャ
レ
ン
ジ
宣
言

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
て
、
職
員
が
場
所
に
と
ら
わ
れ

ず
、
時
間
を
有
効
に
活
用
で
き
る
柔
軟
な
働
き
方
を
「
新
し

い
働
き
方
」
と
捉
え
、
前
述
の
「
働
き
方
改
革
指
針
」
の
取

組
み
を
更
に
前
倒
し
し
て
実
施
す
る
も
の
と
位
置
付
け
、

「
行
政
運
営
が
ス
マ
ー
ト
に
」「
働
き
方
が
柔
軟
に
」「
県
民

サ
ー
ビ
ス
が
身
近
に
、
便
利
に
」
と
い
う
姿
を
目
指
し
、
①

民
間
事
業
者
と
の
共
同
に
よ
る
「
先
駆
的
な
デ
ジ
タ
ル
技
術

の
導
入
」、
②
人
材
・
組
織
の
自
己
変
革
に
よ
る
「
デ
ジ
タ

ル
シ
フ
ト
の
加
速
」、
③
本
県
の
強
み
で
あ
る
県
・
市
町
連

携
の
強
化
に
よ
る
「
デ
ジ
タ
ル
シ
フ
ト
の
深
化
」
の
三
つ
の

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
１
）
先
駆
的
な
デ
ジ
タ
ル
技
術
の
導
入

職
員
が
場
所
に
捉
わ
れ
ず
、
様
々
な
課
題
に
臨
機
応
変
に

対
応
で
き
る
執
務
環
境
の
確
保
や
、
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
を
推

進
す
る
働
き
方
を
実
現
す
る
た
め
、
ス
マ
ー
ト
オ
フ
ィ
ス
や

会
議
室
を
モ
デ
ル
的
に
整
備
し
、
一
部
の
所
属
で
新
し
い
ス

タ
イ
ル
の
働
き
方
（
仕
事
の
進
め
方
）
を
実
践
し
て
試
験
運

用
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

≪背景≫ 新型コロナウイルス感染症を契機として、⾏政や教育、医療のオンライン化など、社会全体でデジタル技術の活用
が急速に進展し、国⺠の⽣活様式が⼤きく変貌した。
今後、⼈や経済の地⽅分散、官⺠のデジタル化などに対応した新しい働き⽅が求められる中、愛媛県が率先した
「新しい働き方のスタイル」構築に向け、思い切った変⾰に挑戦する必要がある。

≪宣言≫

① 先駆的なデジタル技術の導入 «⺠間事業者との協働≫
➢ 「デジタルを活用した業務改善、働き⽅」をデザイン・先⾏実践

② デジタルシフトの加速 ≪人材・組織の自己変革≫
➢ 時間や場所にとらわれないリモートワークの拡⼤は、現場主義・起点の働き⽅拡⼤の契機

③ デジタルシフトの深化 ≪本県の強み「県・市町連携」の強化≫
➢ 業務量調査に基いた、事務の標準化・電⼦化

「新しい働き方チャレンジ宣言」
〜 デジタルを活用したスマートな愛媛県庁へ 〜

❖ 愛媛オリジナルのスマート県庁への転換を目指し
「新しい働き方」にチャレンジします︕

県⺠
サービス
改革

⾏政運営
改革

働き方
改革

新しい
働き方
チャレンジ
宣言

新しい
働き方
チャレンジ
宣言

新しい
働き方
チャレンジ
宣言

◇県が率先して
「新しい働き方のスタイル」構築・実践

愛媛オリジナルの
スマート県庁への転換
○県⺠サービスの向上
○災害・感染症等への
対応⼒向上

⺠間企業
「働き方改革」
促進機運
醸成

愛媛県

市町の
デジタルシフト

【基本理念】
「働きがい」 と「働きやすさ」の両⽴した職場づくり

事務処理の効率性の向上や風通しの良い職場環境づくりなどに取り
組み、働きやすい環境を整備するとともに、創造的な政策の⽴案や実
⾏を通じて、やりがい・充実感・達成感が得られる働きがいのある職場
を実現する。

【改⾰実現に向けた取組み】

業務の効率化 県庁ICT・
ｽﾏｰﾄｵﾌｨｽ推進 県と市町の連携 マネジメント

改⾰

意識改革︓「誰かが変えてくれる」から「自らが変えていく」へ︕

◎働き方改革指針の概要（令和2年3月策定）

❖宣言後の目指す姿

【
３
つ
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

】 ・申請ナビゲーション付き電⼦申請
・ＡＩ総合案内サービス
・県・市町連携した申請手続きの電⼦化

・庁内LAN環境改善、スマートモデルオフィスの整備
・Ｗｅｂ会議、ペーパーレス化などオフィス改⾰
・県・市町連携のコミュニケーションツールの試験導入
・災害時への対応⼒を強化

・テレワーク等の更なる利用促進
・時差出勤の拡充、フレックスタイム制度の検討
・デジタル⼈材の育成

①先駆的なデジタル技術の導入

②デジタルシフトの加速

③デジタルシフトの深化

「⾏政運営」がスマートに︕
最新ICT技術の導入、モデルオフィスの整備や職員
の意識改⾰を図ることにより、県庁の「スマートオフィス
化」を段階的に進め、第2別館の建替（令和7年度
末）までに確⽴する。

「働き方」が柔軟に︕
現場主義・起点で地域課題の解決に取り組むため、
テレワークや時差出勤の更なる利用促進等により、
職員が率先して 「新しい働き⽅」を実践をする。

「県⺠サービス」が身近に︕便利に︕
⾼度化・多様化する県⺠ニーズに対して、利用者
に寄り添った県⺠サービスの提供を目指し、県・市
町連携による「愛媛モデル」を構築する。

❖改革の成果

政策⽴案機能
等の強化

⾏政サービス
の一層の充実

効率的な⾏政
事務の確⽴

新しい働き方チャレンジ宣言

愛媛県

愛媛オリジナルの
スマート県庁
への転換

　

具
体
的
に
は
、
モ
バ
イ
ル
環
境
の
改
善
や
Ｗ
ｅ
ｂ
会
議
の

拡
充
、
県
・
市
町
連
携
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
ツ
ー
ル
の

試
験
導
入
な
ど
を
実
施
し
、
県
庁
の
「
ス
マ
ー
ト
オ
フ
ィ
ス

化
」
を
段
階
的
に
進
め
る
。

（
２
）
デ
ジ
タ
ル
シ
フ
ト
の
加
速

働
き
方
の
選
択
肢
が
広
が
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
職
員
が
地

域
に
出
向
く
機
会
が
拡
大
し
、
現
場
主
義
・
起
点
で
の
地
域

課
題
の
解
決
に
取
り
組
む
こ
と
が
可
能
と
な
る
な
ど
、
働
き

や
す
さ
と
同
時
に
、
こ
れ
ま
で
以
上
に
働
き
が
い
を
感
じ
な

が
ら
、
仕
事
に
取
り
組
む
こ
と
が
で
き
る
と
考
え
て
い
る
。

テ
レ
ワ
ー
ク
端
末
機
の
追
加
配
備
等
に
よ
る
テ
レ
ワ
ー
ク
の

利
用
拡
大
や
時
差
出
勤
の
積
極
活
用
、
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム

制
の
検
討
な
ど
に
よ
り
、
職
員
が
率
先
し
て
「
新
し
い
働
き

方
」
を
実
践
す
る
。

（
３
）
デ
ジ
タ
ル
シ
フ
ト
の
深
化

高
度
化
・
多
様
化
す
る
県
民
ニ
ー
ズ
に
対
し
て
、
利
用
者

に
寄
り
添
っ
た
県
民
サ
ー
ビ
ス
を
ス
ピ
ー
デ
ィ
に
提
供
す
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
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Ａ
Ｉ
総
合
案
内
サ
ー
ビ
ス
の
活
用
な
ど
時
間
を
問
わ
ず
気

軽
に
問
い
合
わ
せ
が
可
能
な
仕
組
み
の
確
立
、
ナ
ビ
ゲ
ー

シ
ョ
ン
付
き
の
電
子
申
請
に
よ
る
来
庁
不
要
の
申
請
手
続
き

の
実
現
等
、
県
民
が
「
い
つ
で
も
・
ど
こ
で
も
・
簡
単
に
」

県
民
サ
ー
ビ
ス
が
受
け
ら
れ
る
環
境
へ
の
シ
フ
ト
を
目
指
し

て
、
検
討
と
実
証
に
取
り
組
む
。

　

一
方
で
、
高
齢
化
社
会
の
進
展
や
格
差
の
拡
大
等
に
よ
り

デ
ジ
タ
ル
弱
者
が
取
り
残
さ
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、「
誰

一
人
取
り
残
さ
な
い
社
会
」
の
実
現
に
も
配
慮
し
て
い
く
よ

う
心
掛
け
た
い
。

■

お
わ
り
に

働
き
方
改
革
は
、
働
く
方
一
人
ひ
と
り
が
よ
り
良
い
将
来

の
展
望
を
持
て
る
よ
う
に
す
る
こ
と
を
目
指
し
、
生
産
性
の

向
上
や
意
欲
・
能
力
を
存
分
に
発
揮
で
き
る
環
境
づ
く
り
の

た
め
、
長
時
間
労
働
の
是
正
や
多
様
で
柔
軟
な
働
き
方
の
実

現
に
取
り
組
む
も
の
と
認
識
し
て
い
る
。

　

本
県
に
お
い
て
も
、「
働
き
方
改
革
指
針
」
や
「
新
し
い

働
き
方
チ
ャ
レ
ン
ジ
宣
言
」
の
実
現
を
目
指
す
中
、
新
し
い

働
き
方
の
推
進
に
は
職
員
の
意
識
改
革
が
鍵
を
握
る
こ
と
か

ら
、
現
在
、
全
庁
を
挙
げ
て
テ
レ
ワ
ー
ク
や
Ｗ
ｅ
ｂ
会
議
の

更
な
る
利
用
等
を
促
進
し
て
お
り
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
を
活
用

し
た
ス
マ
ー
ト
県
庁
へ
の
転
換
は
も
と
よ
り
、
県
の
取
組
を

県
内
市
町
の
デ
ジ
タ
ル
シ
フ
ト
や
民
間
企
業
の
働
き
方
改
革

の
機
運
醸
成
に
繋
げ
ら
れ
る
よ
う
、
今
後
と
も
先
進
的
か
つ

実
効
性
の
高
い
愛
媛
オ
リ
ジ
ナ
ル
な
働
き
方
改
革
に
取
り
組

み
た
い
と
考
え
て
い
る
。


